情報通信産業及び情報資本の経済効果に関する考察 by 近 勝彦 & Chika Katsuhiko
情報通信産業及び情報資本の経済効果に関する考察
近 勝 彦
目 次
はじめに
1情 報通信産業の現状と将来
2情 報通信産業の経済効果分析
3日 米比較による情報資本の経済効果
おわりに
は じ め に
情報社会が到来 していると言われて久 しいが,そ の情報化は一段 と各領域 に
進展 している。そして現在は,こ れまでの情報化を高度化する過程にあるとい
えよう。では,い かに高度化 を図 りつつあるのであろうか。 まず,大 企業の情
報化が一段 と高度化 しつつあるのみならず,中 小企業の情報化 も進んでいるの
である。第二に,基幹的業務への適用から周辺的な業務の支援 として使われつ
つある。第三は,テ キス トデータ中心から,マ ルチメディアへの情報化が一般
化 しつつある。第四は,よ く言われることであるが,ス タンドアロンの利用か
らネットワークへの利用が広範に見 られるようになったのである。最後は,産
業への応用から社会公共部門への利用も徐 々にではあるが,浸透 しつつある。1)
1)この高度化 には2つ の異 なる効果が考えられる。一つは,周 辺的な活用が情報投
資の追加当た りの成果が逓減するということであ り,他方は,様々な情報化 によっ
てシナジー効果 ない しは学習効果またはネッ トワークの効果 によって,逓 増的に
効果が発揮で きるとい う考えもあろう。
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アメリカでは,各領域への広範な利用によって,新 しい生産構造 に突入 した
という認識 も広が りつつある。これは,「ニューエ コノミー」と呼ばれている。
この認識は学術的ではないが,「90年代の情報技術革命,情 報化投資の増大が
生産性上昇率 を大幅に押 し上げ,そ の結果,近 年には達 し得なかった高い成長
率 と物価安定の両立が可能 となった」2)とするもので,そ れをもって,い わゆ
るプロダクティビティ ・パラ ドックス(ProductivityParadox)は解消 したと
いう言われ始めている。3)その証拠 も徐々にではあるが上が り始めている。そ
れに対 して,少 な くとも日本ではそのような生産性の向上は実証的には見いだ
せないと言わなければならない。
これは何を意味しているのであろうか。 日本 とアメリカは同 じ情報社会に突
入 しているといわれなが ら,近時は異なる資本主義論 とパ ラレルの発想 として,
異なる情報社会ではないかという議論 も考えられる。異なる情報社会とすれば,
何がそれをもたらしたのであろうか。
本論稿は,情 報通信産業の意義 と情報資本の蓄積が 日米の経済社会お よび企
業組織にいかなる違いをもたらしたのかを考察することにある。
1.情報通信産業の現状と将来
情報通信産業は,成 長の著 しい産業である。 しかも,そ の規模 も拡大 してお
り,平成7年 度には実質国内生産額の10%を占めるまでに成長 してお り,文字
通 り,リーディングインダス トリーの地位 にふさわしいものとなっている。
その範囲は,郵政省によると,大きくいって3つ あ り,「①情報を生産,収集,
加工,蓄 積,提 供,伝 達するためのサービスを市場に供給する情報通信サービ
2)木 内登英 「賃金上昇懸念,海 外資金依存がNY株 価の二大アキレス腱だ」 『エ コ
ノミス ト』,97.10.14,「日経 ビジネス」97.12及び 「週刊 ダイヤモン ド」18.2,
参照
3)嶋 中雄二 「景気の中期サイクルでみれば日本 は良 くなり,米 国は悪 くなる」『エ
コノミス ト』,97.10.14,日本経済新聞記事,平 成9年10月7日 の記事,郵 政研
究所 のシンポなど参照
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ス部門,② 情報通信サービスの提供 に際 して,直 接的に必要とされる情報通信
機器あるいは施設を市場に供給する情報通信支援財部門及び,③ 情報の生産活
動を含む研究部門」であるとされる。これ らは,情 報に関するハー ドウエア及
びソフ トウエアの両方を含 んでいること,及び新旧の情報 システムも入ってい
るが,広 義の情報通信産業としては異論のないところであろう。4)
この内訳 は1995年度では,コ ンテ ンッ系が33.5%,ディス トリビー ト系 が
43.8%,プラットフォーム系が22.7%となっている。しかもその設備投資額も,
電力 についで第2位 にまでなってお り,投資額も巨大なものとなっている。5)
また,情 報通信産業は他産業 と比較 して高い生産性を維持 し,自 らの効率性を
図るとともに,他 産業の拡大や雇用の創出に貢献 している。6)
情報通信産業の実質国内生産額の推移をみると,1985年が52.8兆円,90年で
80.6兆円,95年で92.6兆円にまで達 している。平均の年成長率は85年か ら90年
の間は,8.8%,90年か ら95年は2.8%であ り,それは,全 産業比 よりも相当高
いと言えよう(全産業の平均成長率 はそれぞれ同年で,4.6%,0.7%である)。
すなわち,情 報通信産業自体の成長は,こ の10年間の日本の経済成長を高め
た大きな ドライビングフォースとなっているのである。特に,85年か ら90年に
かけての年平均成長率 をみると,移動体通信(19.7%),国際電気通信(7.9%)
などが劇的に市場が拡大 しているのである。すなわち,情報通信産業内には次々
と新 しいサービス,メ ニューやシステムが生み出され,情 報通信産業全体の成
長率を高める役 目を果た しているのである。別の言葉でいえば,情 報通信産業
は,電 信や郵便 といったかな り古いサービス も含むと同時に,新 規のニュービ
4)こ の定義 によると,情報産業と通信産業 と情報活動 よる研究部門の3つ があるが,
前者のなかには,新 聞や印刷や出版 などのいわゆるオール ドメディアや従来のマ
スメデ ィアであるが,狭 義では,情 報資本 と同 じとなろう。
5)90年代でいうと,設 備投資の もっとも大 きいものは,電 力産業であ り,化学や運
輸や鉄鋼業のような従来大 きな設備型産業が伸び悩む中,情 報通信産業が,相 対
的に大 きくなっている。全産業の中の割合では,5.4%(95年)にまでに大 きくなっ
ている。
6)情報通信産業の労働生産性 は,全産業平均労働生産性の1.07倍(85年),1.23倍(90
年),1.46倍(95年)と漸次上昇 している。
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ジネスを生み出す苗床 として日本の新 しい産業基盤のプラットフォームともい
えよう。
では,情報通信産業の労働生産性 をみてみよう。
これをみると,まず付加価値率 については,情 報通信産業がそのすべての業
種で高い とはいえない。全産業 よりも高いのは,通 信 と情報ソフ トウェアと情
報通信機器賃貸 ぐらいである。情報通信支援財としてのハー ドウェア関連であ
る情報通信機器製造業はその付加価値率はかな り低いといわざるを得ない。 し
かし労働生産性(Y/L)で 見れば,様 相はかわる。全産業の労働生産性よ り
も,研究開発関連を除いてはのきなみ高い値 を示 している。研究開発 は本来,
人の知識や知見 を元にしてそれを創造することであり,専 門職の人々の知的労
働に依存するから労働生産性が低いとしても仕方ないであろう。労働生産性で
は,情 報通信機器賃貸が最 も高 く,次が通信,機 器製造,放 送の順 となってい
る。これは通信や放送は設備型産業であるのでその経費は巨大であるが,一端,
放送通信設備が完成すると,あ とは人手があまりかか らないものゆえ,労 働生
産性が高いというの もうなずけよう。また,機 器の研究,開 発には多 くの手間
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がかかるが,製造の段階ではFA化 が実現できていればその労働生産性は高い。
それに対 して,情 報通信産業の中核的産業である情報ソフト開発やサービスの
労働生産性は低い。すなわちこれらは比較的高い付加価値率ではあるが,手 工
業的に人手がかかる産業であ り,その労働生産性は決 して高 くなく,その合理
化,効 率化が今後の大 きな産業的課題となろう。
次に,情報通信産業の経済への波及効果について考えてみよう。平成2年 か
ら7年の5力 年(不 況であったことを考慮 しなければならないが)に 情報通信
産業 はいかなる経済パフォーマ ンスを発揮 したであろうか。この期間,情 報通
信産業の生産増加額は12兆円であり,こ の間の全産業のうちの39%の部分を占
めている。そ して,そ の生産増が他産業の生産増 として誘発 した額は4.7兆円
であ り,その割合 は15%であった。これに対 して情報通信産業 とは関係のない
生産額割合は14.4兆円であ り,46%にしかす ぎない。これは,先もみたように,
国内生産額の10%しか情報通信産業が占めていないのにもかかわらず,生 産増
加割合では,誘発 された部門 も含めれば,54%にも及んでいるのである。これ
を雇用増でみると,情 報通信産業部門では51万人 も増加 してお り他産業の誘発
雇用 も25万人に及んでいる。 もちろん,他 産業の雇用内訳をみると,対事業所
サービス(25%)が大きく,次が卸 ・小売(18%)となっている。このように,
情報通信産業は生産額及び雇用に大きな貢献 を示 したのであるが,将 来はどう
であろうか。 これについては,平 成9年4月 に出された,「情報通信21世紀 ビ
ジョン」7)が参考になる。
その市場予想 によると,1995年の情報通信分野(こ こでは先の定義とは異な
っているが)は29兆円であった ものが,2010年には125兆円にも成長す るとさ
れる。これは要するに,情 報通信産業がざっとこの15年間で4倍 以上にも市場
がはらむことを予想 している。それは,年 成長率でみると10%程度継続的に成
長 しなければならず,そ れが今の日本の経済成長ではかな りきびしいものであ
7)「情報通信21世紀 ビジョン」中間報告書,電 気通信審議会 ・通信政策部会,平 成
9年4月 参照
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るといわなければならない。 しかし,情報通信産業は前にもみたように,様 々
なサービスメニューが新規に多様な形で生成 ・発展 してお り,その成長可能性
はおおいにあろうことは確かである。8)
又,市 場内の成長のかなりの割合がコンテンツの成長ということになると予想
する。すなわち,ハー ドウエァの成長ではなく,そのメディア上に流通するコン
テンツの成長が大 きく期待 されているのである。9)
この大 きな成長によって,雇用増は244万人にものぼると推計されている。 日
本の労働者は生産人口では既に減少 と転 じており,労働者人ロでみても2010年に
はマイナスに転じていると思われる。その中にこのセクターの雇用増大が日本の
経済及び雇用にあたえる影響はきわめて大 きいといわざるをえないであろう。
ちなみに,情報通信産業の発展はひとり産業自体の成長にとどまらず,あ らゆ
る産業や個別企業や国民生活にも大きな影響をあたえると先の報告書はいう。
それを,分野別にいうと,4つ であるとする。1つ は,企業活動の効率化をは
かることである。グローバル経済の進展により企業間競争が激化するとともに日
本の労働人口の伸びが鈍化することによってより効率的な生産システムを確立す
ることが期待 されているのである。次にダイナ ミズムの創出である。ここでは3
つのダイナミズムに言及することにしよう。一つは,既存の産業特に戦後の経済
を牽引していた重化学工業の労働特性ない し経済成長はおおむねマイナス成長で
ある。それゆえ,情報通信産業が拡大 しなければ労働需要が大 きく減退すること
になる。すなわちこれからは一層の工業社会か ら情報社会への産業構造が大 きく
転換することが期待 される。次に,こ の分野の成長業種 を大いに発展させていか
8)イ ンターネット産業の成長性は驚異的であるが,た とえば,イ ンターネ ットサー
ビス提供事業者は,1993年が,7だ ったものが,96年には,1538にも上っている。
またそれをインフラとして展 開されるサ イバービジネスとしては,電 子商取引
(EC)や電子マネーの陸続 とサービスを現実化 させている。
9)7)の 報告書によると,95年の時点では,コ ンテ ンツが全体の33.5%であったの
に,2010年には,55.1%になるという。生産額では,68.9兆円まではらむと言 う。
これは,現 在で も,衛 星放送や通信衛星によって多チャンネル化が進み,そ のソ
フ ト需要でも大 きいものであ り,そ の多次利用がソフ トの需要を拡大すると考え
られる。
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なければならない。最後に情報化システムの導入によって職種が大 きく変わる可
能性がある。現在でも,単純な業務の減少や事務労働の削減が図られているが,
これからは,日本型雇用関係の見直 しとあいまって,こ れまで以上に大 きく変わ
ってい く可能性がある。そして,専 門情報技術系の拡大がアメリカでは予想され
ている10)が,日本 もアメリカの後を追って,そ うなることが十分に予想される。
すなわち,職種のダイナミズムの実現が図られることになろう。第3が,安 心で
ゆとりのある生活である。経済成長が鈍化する中,日 本は物価高の構造 とあいま
って,真 の豊かさが実感されないといわれる。公共投資配分を見直すことでゆと
りのある生活が情報通信システムの活用によって実現することが期待 される。
最後が,知 的活動の広が りである。経済成長の成長要因である労働成長率や
資本の形成が財政の危機で伸び悩む中,技 術進歩のための知的活動をより促進
させる必要があるからである。しか も,これはただ経済領域への影響 というよ
りは,国 民の知的自己実現の要求にも関係 してお り,最終的な国民の豊かさの
実現にはこの側面が重要 となろう。
2。情報通信産業の経済効果分析
情報通信産業 と他の産業の経済成長への寄与要因を比較 したのが次の図であ
る。
これによると,経 済成長の要因の中で,労 働力集中要因は,す べてがマイナ
スになっている。その中で最 も大きなマイナスを示 している産業は鉄鋼業であ
る。労働生産性の大 きな向上は重化学工業の最大の産業的特徴であ り,利点で
あった。次 に,生産性格差要因は電気機器が最 も大 きく,次が情報通信産業で
10)アメリカの雇用の増加率を見ると(95年か ら2010年の増加率),全職種 の増加率,
21.8%と比較すると,コ ンピュs-・・一タプログラマーは,30.4%とやや増加するもの
の,コ ンピュー タエ ンジニアは,111.9%,システムアナ リス トは,110.1%も雇
用が拡大すると言 う。しか し,秘書は,4.3%,一般事務 は,24.3%と低調である。
これによって,ア メリカでは,高 級な専門職が増加す ると考えられているのであ
る。
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ある。 この2つ は,デ ジタルとエレク トロニクス という点では同 じ技術基盤で
あるとえよう。
それゆえ,成 長率が最も大 きいのが電気であ り,次が情報通信産業である。
これか らしても,今後,日 本が優先的に育成し,資源 を集中させなければなら
ない産業の一つは明 らかに情報通信産業であろう。
3.日米比較による情報資本の経済効果
情報資本 とは 「広義の情報資本は,情 報財の供給 ・生産に関わる有形,無 形
の一切の資本財であ り,その構成 はコンピュータ系資本 とネットワーク系資本,
およびその付属資本 に限られず,研 究施設や情報技術 を応用 した生産 システム
やそれらに関わるソフ トウエアも広 く含む」 ものである。11)
それゆえ,以下のような概念が導けよう。
11)拙著 「情報資本の社会経済学的考察」『東京大学社会情報研究所紀要』第54号,1997
年12月,参照
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図表一1情 報資本の概念範疇
広 義 の 情 報 資 本 一 般 資 本
情報技術
十
software
十
人的資本
狭 義 の 情 報 資 本
生産財 建築物
最狭義の情報資本
左記2つ以外
情報関連資本
computer系
資 本
network系
資 本
無形資本 有 形 資 本
〔張氏論文を修正の上作成〕
情報資本は人とモノと知識の全てを含むものである。
それゆえ,人 やモノであるからといって,こ の概念か らはずれるものではな
い。情報資本 はしかしモノの蓄積(ス トック)に比べてそのス トック量を計測
することは困難な点が多い。なぜ なら,人々への教育 によってどれだけ個人の
技術,知 識,技 能が高まったのかをいいあてるのは困難であるからである。そ
れゆえ,経済成長において も,労働力成長率及び資本形成(一 般は固定資本形
成)以 外のものは,そ の残余 とされるしかないか らである。情報資本はそれ自
体がその組織内の特性 を高めると同時に,他 の資本の特性も高めるのである。
それゆえ,残余 とされていた技術進歩率 という経済成長要因の中にも,固 定資
本の生産性向上 も含まれているといえよう。
次に,情 報資本ス トック形成を考えよう。日米 とも,情報資本ス トックは拡
大傾向にあるが,近 年,ア メリカがその投資割合を民間設備投資の4割 以上 ま
で伸ばしていって,ア メリカのス トック形成が急増 している。 しかし,これの
みでは全資本(一 般資本)の 中に占める情報資本の割合が把握できない。そこ
でその比率を示 したのが以下の図である。
米国と日本の年次変化をみると,75年次においては,情 報資本スットク対一
般資本ス トックの比率は,ほ とんど一緒であった。それゆえ,75年次時では,
同じレベルの情報化社会経済であったといえよう。 しかし,そ の後,ア メリカ
はその情報投資 を大きく増強することによってその比率を大 きくかえ,94年度
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日米の情報資本ス トック対一般資本ス トックの年次変化
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図一4
では20%に近付 きつつある。これに対 して,日 本は,85年まではその比率に変
化がなかった。その後,情 報ス トックは新社会資本 との認識のもと,情報投資
を大 きく増や し,その比率は急速に高まる傾向を見せたが,い わゆるバブル崩
壊により,その伸び率は鈍化 していった。すなわち,資本ス トックの比率をか
え,社 会経済構造 を変えるとの認識はあったものの現実には,そ の資本比率は
変えられないままに旧来 どお りの資本形成を容認 していたのである。それによ
って94年次でみても,日 米の差は3倍 以上の比率の差 となって表れているので
ある。
これ らのインプリケーションはなんであろうか。すなわち,日本の75年次の
ままの産業 ・経済構造を維持 しようとしていたと考えられる。それによって,
情報社会 として変化を望んでいたというよ りも,情報化によってよりリファイ
ンされた工業社会を結果として招来することになったといえよう。90年代の日
米の経済パ フォーマ ンスの差はこの結果かどうかは明確 に実証されていないも
のの,こ の差 と結果 との関係は相当深い関係があ りそうである。
次の図は,日 本 と米国の情報関連ス トック増加率の比較をした図である。
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日本と米国の情報関連ス トックの増加率の比較
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図一5
これをみると,日本はやはりバブル期に情報投資を大 きく増や した事が見て
取れる。 しかし,90年以降の景気の後退 と軌 を一にしてその増加率が鈍化 した
のである。そして92年を境 に,米 国が日本の増加率を上回 り今に至っているの
である。これからすると,ア メリカはコンスタン トに情報投資を保っているの
に対 して,日本は景気循環の影響を大きくうけてる結果 となっている。これは,
日本は情報資本は設備投資との関係で捉えられ,産 業構造や企業間及び企業組
織関係 を変える資本 というようには積極的には捉 えられていないと言えよう。
いまいちどこのことを敷術すると,75年時点では,コ ンピュータの蓄積 とい
ってもさほどのことはな く,通信 といっても,電話や電信 といった利用 しかな
かったといわざるを得ない。その後,コ ンピュータとネットワークの広範な利
用が図 られ,情 報通信資本と言えば,コ ンピュータとネットワークのス トック
ということが常識化 し始めたのである。このことを思えば,ま さに,米 国にお
いては,本 格的な情報社会がこの前後において展開 し始めたと言い得 るであろ
う。
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80年代とを示 したものであるが
別雇用増加率は,全職種で伸びが
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90年代の違いはなんであろう
?
管理職業従事者である。伸びが大 きいのはそのうちで鈍化 しているが
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た,鈍 化 しているもののそれにつ ぐのが,専 門技術職業従事者である。それに
対 して,技 能者や製造業従事者はマイナス となっている。
これから,アメリカでは,高度な専門職が伸びるのと反対に,単純労働者の増加
が伸び悩んでいるのは,情報通信システムの高度な利用により,後者が労働代替の
影響をうけると同時に,グローバル経営のあお りを受けて,国内の製造業の空洞化
が進み,雇用の悪化をみた。それに対して,前者は,その高度な利用によって企業
に大きな利潤をもたらしていることが雇用の増減となって表れているのであろう。
これを賃金でみると,その1とその2の図は軌を一にしている。管理者や専門技
術者は,賃金を上昇させているが,単純作業者およびもともと賃金の低い職種が一
層の賃金低下を示しているのである。このことから,情報化の進展は,一方では,
高度の知識労働者の労働需要を高め,他方,も ともと低い賃金の労働者の供給過剰
な状態を作 り出しているのである。それによって,中間層は,高額所得層と低所得
層の2つに分化するという社会階層の二極化が進展していると言えよう。
しかし,このような階層分化は一般には,否定されるべ きであるのに,あ まり
このような意見は起 きていない。それはまさに,個人の情報の能力の違いが影響
を与えているからであろう。すなわち,個人の能力とは関係のない相続財産であ
れば,そ れからの資産所得はかなりの所得再配分の対象 となろう。 しか し,情報
能力は個人が獲得 したいわば,努力の賜物であ り,それによって大 きな収入を上
げることは個入の才覚によってお り,称賛されるべきものであるからである。し
かも,アメリカの場合,製 造業が大きく雇用を落とす中,情報通信産業は,世界
屈指の企業競争力をもち,かつ,小 さいベンチャー企業が続々と新規籏生してい
るのである。そこに,ア メリカンドリームをみると同時に,それが生産性の伸び
の悪いサービス業へ経済波及効果があるとの考えより,容認されているのである
と言えよう。 しかし,情報能力もまた天賦の才能による部分 もあり,今後は,大
きな社会経済的課題 となって くるように思われる。12)
12)資産所得の場合には,所得分布は大きく,所得の再配分を大きくすることが一般
には,公平 ・正義にかなっていると考えられるが,雇用者所得は,所得分布はあ
まり大きくない。しかし,情報労働者は,所得格差が大きいと言われており,そ
の是正は,容易には正当化しにくと考えられる。
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そこで今度は,ブ ルーカラーとホワイ トカラーのどちらが情報ス トックの影
響 をより受けているのかをみてみよう。
下図は,アメリカのブルーカラーと情報ス トックとの関連をみたものである。
この図によると両者の相関係数は,-0.4017で,弱い負の相関関係を示 して
いる。すなわち,情報ス トックの拡大に比 しブルーカラーが減少 していること
を示 しているのである。
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図一7ブ ル 一ーカ ラーと情報ス トックの関係
すなわち,ブ ルーカラーは,情 報資本によって労働代替をうける関係 にある
といえよう。
次図はホワイ トカラー と情報ス トックとの相関性 をみたものである。 この両
者の相関係数は,-0.5794でこれ も弱い負の相関関係であるが,ブ ルーカラー
よりもその値は高い。
すなわち,情報資本のス トックの増加は,肉 体 を使 って仕事 をする人々より
も,デ スクワークを中心 として,情 報処理をする人々の減少をより促進 してい
ると言えよう。考えてみれば,情 報資本は情報処理の処理コス トを低減 し,労
働生産性 に寄与するための道具と考えられるか ら,肉体労働の代替 というより
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は,情報処理活動の代替になじむと考えるのは,そんなに突飛な考えではない。
しか し,日本の場合は,コ ンピュータの利用が一部の専門の情報技術者によっ
て行われたとすれば,そ の人間の採用分ほどかえって情報処理 コス トは上昇す
るとも考えられる。情報処理 コス トの逓減が生 じたとしても,それに関連する
情報処理負荷が高まっていたのであれば,中 間管理職や事務職はかえって新 し
い仕事を増や していたとも考えられるのである。 ようするに,一 方では,事 務
作業を軽減しなが ら,他方,あ らたな情報活用上の情報処理に負われていたと
も言えるのであろう。
今度は,知 的資本蓄積の基本的構成要因と経済成長 との相関性 を分析 してみ
よう。情報通信システムは,こ れまでの資本形成(K)と い う側面と,技術進
歩という側面を不可分な形で もっているといえよう。それゆえ,単 純に,一 般
社会資本の形成 とは異なる特徴 を有する。そこで,知 的資本 という概念が先 に
みたように出て くるのであるが,そ の分析のためには,こ の側面のどの要因が
経済成長へ影響を与えているのかを考察 してい く必要がある。 とくに,こ れま
でのようにその資本形成の絶対額が小さいときには,そうでもないのであるが,
米国で既述の通 り40%を超え,日 本で も,20%を超えるようになると,見逃す
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訳にはいかなくなるであろう。そ して,た とえば,研 究開発投資も年間で,13
兆円(1994年,この中には人文社会科学研究費 も含む)を超えているのであ り,
決 して少な くないのである。そこで,そ の影響の相関性 を計測 したのが以下の
い くつかの図である。
まず,研 究開発費 と実質GDP成 長率 と相関分析を行った結果が以下の図で
ある。
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図一一9研 究開発費と実質GDP増 加率の関係
研究開発費の伸び率 と実質GDPの 伸び率 との問には高いが正の相関関係が
あることが示 されている。開発費の投資をみると,研究費の伸び率 との間には
あまり大きな相関性がないことが明らかになった。研究開発費に関 しては,「経
済の安定成長を達成 してい くためには発展基盤である研究開発を強力に推進す
ることが重要」13)との見方は,ほ とん どすべての研究者に共通 した見解であ
ろう。 しか し,これまでは,キ ャッチアップ型であったのが,今 後は先端研究
型に体制および目標 をかえなければならず,そ れは一般的には研究投資の限界
生産力が低下することも容認 しなければならないであろう。14)
13)科学技術 白書8年度版,参 照
14)戦後の日本の経済成長率は概して高かったが,そ の大部分は,TFP(全 生産要素)
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図一10研究者と実質的GDP増加率との関係
次図は,研 究者 と実質GDPの 伸び率の相関図である。
研究者はあまり景気に左右 されずに増加がみられる。製造業においては,新
製品の開発は核であるので,そ の点では景気に左右 されずにコンス タントに研
究者を増や しつづけているといえよう。ただ研究者は個人資質によってその成
果は大 きく異なるので数の問題に還元できないが,逆 に確率論的に優秀な研究
者が輩出されると考えれば,多 くの研究者の採用は欠かせないとの見方 もなり
たとう。この点先進国と比べても日本は,若 干人口比率からすれば小 さくもっ
とその比率は拡大することが予想される。
また,研 究関連に従事 している人々の内訳をみると,研究者の構成比が増大
しているものの,研 究補助者は絶対数においても,構成比において も低下して
いるのである。高度な研究者がそ うでない人々を追い出 したともいえるが,こ
のことは,一 見するといいようであるが,研 究の生産性はかえって低下する恐
の部分 と測定 されている。それは,戦 後は,欧 米の先進国か ら安価 にかつ容易に
技術導入ができたか らだ といわれている。たとえば,技術輸入/技 術輸出比率は,
7.69倍(71年)であったが,95年には,1.57倍にまで低下しているのである。こ
れに対 して,米 国は0.23倍(95年)であ り,圧倒的に,技 術輸出国である。
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れもはらんでいる。なぜなら,研 究補助者の補助 は研究には極めて重要で,そ
のような支援があってこそ,創 造的で画期的な仕事ができると考える見方 も重
要であろう。研究者が,研 究に関する事務手続 き等をやることにおける時間の
ロスも考える必要があろう。とはいうものの,こ れは,一般の企業における事
務従事者の採用の抑制ににているともいえよう。
次図は,技術導入費 との関係である。
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図一11技 術導入費 と実質的GDP増 加率の関係
技術導入伸び率 との関係はあまり関係はない と考えられる。技術導入は景気
にも左右 されるが,技 術の成熟 との関係 も重要であろう。 日本の企業 も重工業
を中心 として,か な りの企業が戦後半世紀 をす ぎ,総合的技術力がついてきた
ことも合問っておお きく伸びないことが考えられるのである。絶対額でも4000
億円(1995年次)程 度であ り,研究費 との差は極めて大 きい と考えられる。
次図は,情 報投資伸び率 との相関図である。
情報投資伸び率 との関係においても,あ まり強い相関関係があるとはいえな
い。情報投資は,景気 に左右 される設備投資とい う面 と,将来のインフラとい
う面 と,そ して新 しい産業の芽(seeds)という面があ り,後2者 の立場に立
てば,そ の乖離はさらに大 きくなることが考えられる。又,情 報投資などのい
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図一12情報投資の伸び率と実質的GDP増 加率との関係
わば知的資本は,投 資時にす ぐに経済成長への貢献が表れるのではな く,数年
後以降に成果が表れるとすれば,今 後はその年格差を考慮にいれた分析 してみ
る必要があるのかもしれない。15)これはすでにみて きた ところであるが,こ
の四半世紀の間に,日 米の情報資本構造は大 きく差が開いたのであるが,そ の
影響が現実に,い まの経済状況 となって表れたと考える意見にもそれな りの正
当性があるように思われる。
情報化の進展が,一 層進む と,企業内のいかなる部門や業務の人員に変化が
現れるのかを聞いたのが,上 図である。これから分かることは,人 員の削減 ・
減少がもっとも大きいであろうと考えられる部門は,財務経理部門という回答
であった。次が,生 産管理部門であ り,総務人事部門というふうに,や はり間
接部門の減少が予想されているのである。それに対 して,商 品やサービスの質
を向上 させるための設計技術部門や,そ れを売 り上げるための営業販売部門が
その削減率が低いとい うある意味では当然の回答であった。もちろん,情 報シ
15)新古典派の投資理論 によると,前 年度の国民所得の格差や過去のス トックの調整
によると考えるが,情 報投資も考えてみれば,投 資であることには変わ りないか
ら,こ のような分析 も必要であろう。
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■ 無回答
四 関係 なし
口 増加する
圖 変わらない
圏 削減 ・減少する
ステム業務の人員は情報化の進展上,増 加するとかなりの企業が答えている。
問題は,減 少する部門の人員数 と増加する部門の人員数の総和が どうなるか
である。そこに,情 報資本の労働生産性がかかっているといって も過言ではな
いのである。
今度は,情 報投資による企業組織における分析を考えてみよう。
ここでライベ ンシュタインのX非 効率 についての議論を展開してみよう。16)
規模の経済により,組織規模が大 きい方が外部 との情報取引コス トは小 さくて
すんだと考えることはそれな りに確か らしい。ただ問題は,大規模になれば大
きな事業であるので,は た して情報処理 コス トは小 さくなると言えるのかとい
った疑問 もない訳ではない。17)次に,彼 の言 うX非 効率 とは,内 部取引 コス
16)松島克守 「IT[情報技術]と リエ ンジニアリング]『情報の科学 と技術』VOL.44
参照
17)例えば,自 動車産業で言えば,巨 大な自動車メーカーになれば,多 くの車種を作
るので,膨大な部品会社や取引会社と取引 してお り,個別企業の規模が大 きくなっ
たか らといって,情 報取引コス トが低減すると考えるのは,現 実的ではない。む
しろ,一 人当た りの情報取引コス トと考えた方がいいのではないだろうか。
コス ト
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図一14ラ イベンシュタインの理論図
トである。組織規模が大 きくなると内部の意志決定やコミュニケーションの増
大等のために多大 なコス トがかかることも十分に考えられる。ここで,情 報通
信システムを導入することによって外部情報取引コス トを下にシフ トさせると
する。そしてX非 効率をこれまた下方ヘ シフ トさせるとする。すると,最初の
コス トと組織規模への均衡点から左下の点へ移動する。すなわち,情報取引コ
ス トを下げ,組織人員 を下げることに成功 したのである。これは,図で言えば,
Aタ イプの場合である。
また,情 報 システムの投入が全体のコス トを引 き下げることにつながる場合
がある。アメリカの場合,情報通信 システムの労働代替により雇用不安にな り,
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一般労働者は低賃金に甘んじるようになるので,こ のことが実現できたことは
十分考えられる。それは,生 産面で見れば,す でに見てきた とお り労働生産性
が上昇 したのである。 これに対 して,外 部の取引コス トを下げることができず
に,X非 効率すなわち内部コミュニケーシ ョンのためのコス トのみを削減 し
ている場合は,均 衡点は右下 となる。これは,情 報取引コス トを削減したこと
にはなっているが,人員は増大 した形である。これは,Bタ イプの変化である。
しか し,外部取引コス トも内部取引コス トの両方 ともが,増 大することも考
えられる。これは,Cタ イプの場合であ り,情報取引コス トと組織人員も増大
しているのである。
このシナリオは,情 報投資によ りかえって情報システム運用のためのコス ト
が積み重なり,その分,労 働者が多 く時聞 と手間がかかったことを意味 してい
る。
日本はさきに見た とおり,事務従事者や管理従事者はむしろ増大 した。それ
からすれば,この流れにあるように思われる。内部取引コス トの低下によって,
E点からE'点 へ移行する。すると,取引 コス トは低下するが,組織人員数は,
増大する。これはどう解釈すればいいであろうか。内部取引コス トが情報通信
システムによって低下 し,その費用が相対的に割安となるために,人 員を増大
させるという誘因につながっていると考えられる。次に,外 部取引 コス トを情
報通信 システムによって低下させると,E'点 からE"点 となる。 これによ
って,総 取引コス トは大 きく低下することになる。 しか し,組織人員数が減少
するかどうかは外部取引コス トと内部取引コス トの2つ のコス ト曲線の形状 と
傾きと移動の大 きさによって異 なり,一義的には判定で きない。仮に,E点 よ
りもE"点 の方が大 きければ,総 取引コス トは低下するが,人 員増大 による
コス トはとりあえず増大するといえよう。この とき,取引コス トの低下 と当該
企業の総 コス トが低下 したかは以下の式による。
TC=(情 報取引コス トの増減)+(人 員の増減によるコス ト増減)
情報取引コス トの増減=(外 部取引コス ト)+(内 部取引コス ト)
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TCが プラスとなれば,人 員の増大による人件費が取引コス トの削減効果を
相殺 し,かつそれを上回ったことを意味 しよう。
これに対 して,マ イナスとなれば,総 コス トは低下 し,その分,利 潤率 は向
上 したことになろう。 しかも,人員は増大 しているので,売 上増ないしは企業
の内部生産能力は増大 したと考えられる。
しかし,情報資本によって労働代替がおこなわれ,か つ情報能力が上回って
いれば,情 報資本の導入によって,人 員の削減は,か ならず しも,企業競争力
の低下 とはいえない。むしろ,労 働生産性は向上するのであ り,企業の利潤 は
拡大することになろう。これらの関係を総括すれば,以下のような表 となろう。
表一1外 部取引コストと内部取引コストの比較
type 条 件 効 果
1 K不変X上 方 人員増大 取引コスト減少 純コス ト不明
H K不変X上 方 人員減少 取引コスト増大 純コス ト不明
皿 K上方X不 変 人員増大 取引コスト増大 純コス ト上昇
Iv K下方X不 変 人員減少 取引コスト減少 純コス ト減少
V K上方X上 方 人員不明 取引コスト上昇 純コス ト不明
w K上方X下 方 人員増大 取引コス ト不明 純コス ト不明
w K下方X上 方 人員減少 取引コス ト不明 純コス ト不明
v皿 K下方X下 方 人員不明 取引コス ト減少 純コス ト不明
この表によれば,先 のAタ イプは,こ こでは田である。 しか し,この場合で
も実は,総 コス トの増減は不明である。また,Bタ イプは,タ イプ1で,こ れ
も情報取引 コス トは減少するものの,人 員増 によるコス ト高があ り,その総和
はどうなるかは,曲 線の形状及び曲線の移動の度合いに依存することになる。
Cタイプは,こ の表では,タ イプVで あり,上図では,人 員の増大するように
描かれているが,こ れも実は定かではないのである。
ここで必ず総 コス トが減少するのは,タ イプIVしかない。具体的には,CA
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LSやECRな どの利用により,外部情報 コス トが低下したにもかかわらず,
内部 コス トが変化せずに,人 員が減少 したのである。
しかし,こ の議論のなかには,組 織人員の減少による売上増大効果や企業競
争力などが考慮されていない。
また,既 に見たとお り,企業は,単 純に総合計 としての人員を議論している
のではなく,その職種 に応 じた増減を図っているのである。すなわち,単 純業
務や事務業務は減少 し,専 門職や管理職などのような高度な情報処理者は,か
えって増大 しているのである。それゆえ,こ こでのように単純に人員数の議論
は限界があるように思われる。
情報資本の蓄積はいかなる効果を生み出すであろうか。 これまでの技術 は長
期 トレンドによって成熟化 し,長期波動を形成 していた。それゆえ,デ ジタル
情報資本 もその成熟化によって追加当た りの生産性(情 報資本の限界生産力)
は,生 産力逓減の法則により,低下してい くことは当然であろう。そのとき,
アメリカの蓄積はいかなる状況にあ り,デジタル情報技術はその特性上いかな
る形状 をもつ曲線として考 えれば良いのだろうか。
たとえば,ロジスティック曲線の ような形状をもっていれば,初期状況では,
限界生産力は逓増的であるが,そ の後,逓 減的になろう。それに対 して,生 産
関数的であれば,一 方的に逓減的 となろう。 しかし,デ ジタル情報資本の蓄積
は一般資本の蓄積 とは異なる性質をもった資本 とも考えられる。なぜなら,単
純なモノの蓄積 というよりは,情 報資本の使い方や活用能力の増大によってそ
の生産性が大 きく異 なるか らである。すなわち,モ ノとしての情報資本の蓄積
はその技術構造を高度化 しながら,ヒ ューマ ンテクノロジーも向上させる可能
性 を秘めているか らである。すなわち,技術進歩によって,曲 線 を上方に押 し
上げる効果を持って居る可能性がある。そうであれば,技 術のレベルを一定と
考えた曲線上を進むのではなく,曲線を押 し上げながら上方に移行するように
考えることが必要 となる。 もしこれが実現 しているとするならば,情 報資本の
限界生産力 は低下 しない という結果をもたらすことになる。
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お わ り に
これまで情報資本の蓄積が日米間でどの程度開いてきたのかをみてきた。そ
れが,そ の後 も経済構造や産業編成のあ りようを決定 してきたといえな くもな
い。 しかし,グ ーバル経済の伸展は,ア メ リカ型の産業システム,雇 用構造,
賃金 システムなどに適 している部分が多い といえよう。この側面では,日 本 も
徐々にではあるが,個 別企業 ごとに米国流の経営 システムを採用する傾向が強
まっていることが分かった。その意味では,グ ローバル経済の進展は,多 くの
国の資本主義システム問の相違をいやが応にでも暴 き立てる結果を招来すると
同時に,グ ローバル経済はアングロサクソン的資本主義システムの普遍性 を他
の資本主義国によ り強 くアピールすると同時に,結 果としてその採用を迫 るこ
とにもなっていよう。
企業の組織人員 と情報処理 コス トの分析にしても,や は り,英米流のコス ト
を下げ,利 潤の最大化を究極の理想 とする考え方に大きな影響 を受けているも
のであろう。それゆえ,組 織人員の増大 による企業の安定力や事業拡張可能性
を背景にした売上第一主義の日本ではあまり声高に叫ばれていない。むしろ,
日本的経営の長所 としての雇用の安定を第一に考える経営が最重要な課題であ
ると考えられいるように思われる。それゆえ,仮 に,情 報通信 システムが労働
代替を可能にしても,それをす ぐに雇用の調整に使 えないという問題がある。
そうなると,当然,情 報通信 システムの採用は,過剰 な情報力 とコス トの採用
ということになり,それでなくても低い利益率を一層押 し下げる結果 となる。
それゆえ,日本は,日本型の雇用システムや産業構造を守る立場か ら,あえて,
情報資本の伸びを押 さえて きたのではないかとい う仮説も考えられる。
これは,す でに経済問題 というよりは,社 会問題である。 しかし,ひ とり日
本がそのようなシステムを墨守するのはかまわないが,グ ローバルな国際的競
争の中にいる日本の企業は中長期的には競争力を失 うおそれ もある。 とくに,
この分野は,労 働生産性だけではなく,新 しい技術進歩と新規産業及び新規雇
用の場を提供する数少ない成長分野であるのである。その面でも情報資本の蓄
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積は今後避けて通れない,き わめて日本の経済社会の将来に大きな影響 を与え
る要因であることは事実であろう。
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